
令和６年度２月補正予算案の概要 
 

令和７年２月１３日 

 

 

１ 予算規模（一般会計） 
 

   補正額    ▲８１億円（令和５年度２月補正 ▲１０４億円） 

 

   補正後  ４，０３５億円（前年度同期    ４，３５４億円） 

 

補正前  ４，１１６億円 
 

財 源 国庫支出金 ▲３５億円、基金繰入金 ▲９９億円、県債 ▲１２億円、 

県税 １３億円、地方譲与税 ２０億円、繰越金 ２８億円 など 

 

 

２ 主な事業 

 

  ・給電機能付地震体験車導入事業  ……………………………………………… ８０，０００千円 

    防災教育・意識啓発の更なる拡充につなげるため、導入から令和７年２月で１６年が経過した

地震体験車について、災害時に避難所で活用する給電機能や車椅子に乗ったまま体験可能な昇降

機を有する車両に更新する。                        （消防防災課） 

 

  ・鳥取県保育士等修学資金貸付事業 …………………………………………… １２５，７５５千円 

    保育士資格の取得を目指す学生の修学支援や潜在保育士の再就職支援を図るため、保育士修学

資金等貸付事業を行う県社会福祉協議会に対して貸付原資を支援する。    （子育て王国課） 

 

  ・森林整備促進基金積立事業 …………………………………………………… １６０，０００千円 

    企業版ふるさと納税による長期の森林保全を目的とした寄附を基金へ積み立てるための増額

補正である。                               （林政企画課） 
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（一般会計）

１　歳　　入

　予算額 構成比  予算額 構成比
（Ａ） （％） （Ｂ） （Ａ）＋（Ｂ） （％）

県 税 57,627,358 14.0 1,255,732 58,883,090 14.6
地 方 消 費 税 清 算 金 28,199,179 6.9 600,006 28,799,185 7.1
地 方 譲 与 税 11,854,065 2.9 2,021,019 13,875,084 3.4
地 方 特 例 交 付 金 1,510,000 0.4 31,321 1,541,321 0.4
地 方 交 付 税 151,080,361 36.7 0 151,080,361 37.4
交通安全対策特別交付金 130,000 0.0 0 130,000 0.0
分 担 金 及 び 負 担 金 975,321 0.2 49,501 1,024,822 0.3
使 用 料 及 び 手 数 料 3,859,705 0.9 △ 39,771 3,819,934 0.9
国 庫 支 出 金 75,371,729 18.3 △ 3,469,725 71,902,004 17.8
財 産 収 入 831,396 0.2 △ 159,090 672,306 0.2
寄 附 金 664,126 0.2 143,084 807,210 0.2
繰 入 金 23,974,124 5.8 △ 9,920,561 14,053,563 3.5
繰 越 金 6,681,614 1.6 2,791,924 9,473,538 2.3
諸 収 入 7,058,225 1.7 △ 244,203 6,814,022 1.7
県 債 41,760,000 10.1 △ 1,159,000 40,601,000 10.1

486,000 0.1 0 486,000 0.1
41,274,000 10.0 △ 1,159,000 40,115,000 9.9

411,577,203 100.0 △ 8,099,763 403,477,440 100.0
151,566,361 36.8 0 151,566,361 37.6

２　歳　　出

　（１）目　的　別

　予算額 構成比  予算額 構成比
（Ａ） （％） （Ｂ） （Ａ）＋（Ｂ） （％）

議 会 費 1,242,421 0.3 △ 109,602 1,132,819 0.3
総 務 費 43,059,783 10.5 △ 1,282,017 41,777,766 10.4
民 生 費 55,171,638 13.4 △ 991,324 54,180,314 13.4
衛 生 費 16,700,726 4.1 △ 796,968 15,903,758 3.9
労 働 費 1,891,162 0.5 △ 183,231 1,707,931 0.4
農 林 水 産 業 費 32,674,488 7.9 △ 1,224,644 31,449,844 7.8
商 工 費 21,269,483 5.2 △ 907,415 20,362,068 5.0
土 木 費 68,290,043 16.6 △ 781,487 67,508,556 16.7
警 察 費 17,885,178 4.3 △ 522,800 17,362,378 4.3
教 育 費 66,274,545 16.1 △ 475,907 65,798,638 16.3
災 害 復 旧 費 9,736,754 2.4 △ 1,183,790 8,552,964 2.1
公 債 費 48,742,431 11.8 △ 275,493 48,466,938 12.0
諸 支 出 金 28,488,551 6.9 634,915 29,123,466 7.2
予 備 費 150,000 0.0 0 150,000 0.0

411,577,203 100.0 △ 8,099,763 403,477,440 100.0

　（２）性　質　別

　予算額 構成比  予算額 構成比
（Ａ） （％） （Ｂ） （Ａ）＋（Ｂ） （％）

人 件 費 94,973,517 23.1 △ 641,412 94,332,105 23.4
扶 助 費 5,750,180 1.4 535,975 6,286,155 1.6
補 助 費 等 110,853,686 26.9 △ 1,650,767 109,202,919 27.1
普 通 建 設 事 業 費 91,525,141 22.2 △ 2,677,055 88,848,086 22.0

補助事業　 （直轄含む） 71,363,198 17.3 △ 1,728,094 69,635,104 17.3
単　　　独　　　事　　　業 19,788,437 4.8 △ 948,961 18,839,476 4.7
受　　　託　　　事　　　業 373,506 0.1 0 373,506 0.1

災 害 復 旧 事 業 費 9,736,754 2.4 △ 1,183,790 8,552,964 2.1
公 債 費 48,683,997 11.8 △ 270,124 48,413,873 12.0
積 立 金 10,922,367 2.7 △ 1,016,532 9,905,835 2.5
貸 付 金 1,516,625 0.4 △ 103,443 1,413,182 0.4
そ の 他 の 経 費 37,614,936 9.1 △ 1,092,615 36,522,321 9.1

411,577,203 100.0 △ 8,099,763 403,477,440 100.0

※各項目において表示単位未満を四捨五入しているため、各区分の数値の計と合計欄とが一致しない場合
がある。

 令和６年度２月補正後

（単位：千円）　　

（単位：千円）　　

令和６年度
２月補正額

 令和６年度２月補正後

 令和６年度２月補正後

区　　　　　　　　分
　令和６年度現計

令和６年度
２月補正額

合　　　　　　　　　計

（単位：千円）　　

区　　　　　　　　分

（ 臨 時 財 政 対 策 債 除 き ）

合　　　　　　　　　計

（再掲）地方交付税＋臨時財政対策債

令和６年度予算の概要

合　　　　　　　　　計

区　　　　　　　　分
　令和６年度現計 令和６年度

２月補正額

（ 臨 時 財 政 対 策 債 ）

　令和６年度現計
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令和６年度２月補正予算 
参考資料 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

トータルコストの表記について 
   トータルコストは、事業ごとに事業費と人件費を一体としたコストを表します。あ 
 くまで、費用対効果を判断するための参考表記ですので、職員定数と厳密には一致し 
 ていません。 
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令和６年度一般会計補正予算説明資料 
 

２款 総務費                               
６項 防災費                            消防防災課（内線：７０８２） 
１目 防災総務費                                                     （単位：千円） 

事 業 名      補正前 補 正 計 
財 源 内 訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

(新)給電機能付

地震体験車導入

事業 

0 80,000 80,000 40,000 
<20,000> 
40,000 

 
県費負担 
20,000 

トータルコスト 補正前：0 千円（0.0 人）、補正：81,565 千円（0.2 人）、計：81,565 千円（0.2 人） 

事業内容の説明 

 

１ 事業の目的、概要 

導入から令和７年２月で１６年が経過した地震体験車を、平時（防災教育に活用）及び災害時（避難所の

電源供給車として活用）の両方で役立つフェーズフリーな車両に更新する。 

 

２ 主な事業内容 

老朽化した既存の車両を更新し、昇降機の設置や災害時の給電も可能な、平時と災害時の両方で役立つ

フェーズフリーな車両にアップグレードを図る。（80,000 千円） 

＜活用想定＞ 

平 時：避難訓練や防災イベントで地震の体験。 

避難所開設訓練等で、電源供給の手順について確認。 

災害時：避難所等で非常用電源として活用。（スピーカー機能も搭載。） 

 

３ その他（改善点等） 

現在の地震体験車は、平成２１年２月に導入した２代目の地震体験車であり、令和６年１０月現在まで

の約１５年間で延べ９万人程度（コロナ禍の期間を含めても年平均 6 千人程度）が体験しており、本県の

防災意識啓発に大きな貢献を果たしている。 

 

 

（注）起債欄の＜＞書きは交付税措置額を除いた額である。 

   県費負担額は、起債欄の＜＞書きの金額と一般財源の金額を加算した額である。 
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令和６年度一般会計補正予算説明資料
３款　民生費
　２項　児童福祉費  子育 て 王国課 （ 内線 ： ７１５０ ）
　　１目　児童福祉総務費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 鳥取県保育士
等修学資金貸
付事業

23,284 125,755 149,039  135,355 △9,600

 トータルコスト 補正前：24,849千円（0.2人）、補正：126,538千円（0.1人）、計：151,387千円（0.3人）

事業内容の説明

 １　事業の目的、概要

　保育士資格の取得を目指す学生の修学支援や潜在保育士の再就職支援を図るための保育士修学資金等貸付事業
について、令和６年度国補正予算において、貸付原資が措置されたため、貸付事業を行う県社会福祉協議会に対
して貸付原資を支援する。
　なお、令和７年度以降は、貸付対象者の要件を拡大した上で国制度に一本化する（制度改正については県議会
令和６年６月定例会で議決済）。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

細事業名 内容 当初予算額
（Ａ）

最終見込額
（Ｂ）

補正予算額
（Ｂ－Ａ）

入学支援資金（R7入学生分） 6,000 0 △6,000（１）鳥取県保育士等修
学資金貸付事業（単県
分）

奨学金（現１、２年生分） 13,680 10,080 △3,600

事業実施に係る県補助額 3,604 3,604 0（２）保育士修学資金貸
付事業（国庫分） 国から配分される貸付原資 0 135,355 135,355

合計 23,284 149,039 125,755

 ２　参考（令和７年度以降の制度）

項目 制度改正後
（国庫補助事業：R7年度開始）

参考：現行制度
（国庫補助事業）

参考：現行制度
（単県事業）

貸付対象者 保育士として県内で勤務する意思を持
つ以下のいずれかの者
・県内高校を卒業し、県内外の保育　
士養成校で修学する者
・県内の保育士養成校で修学する者
 （出身地を問わない）

同左 保育士又は幼稚園教諭とし
て県内で勤務する意思を持
つ以下の者
・県内高校を卒業する者
・鳥取短期大学に入学しよ
うとする者

所得要件 日本学生支援機構 有利子奨学金の家計
基準上限以下

日本学生支援機構無利子奨
学金の家計基準上限以下

同左

成績要件  養成施設 からの 推薦 高校における第２学年時の
評定平均値が3.0以上

なし

貸付金額 ２年間で総額160万円
（内訳）月額５万円×24月
入学準備金20万円、就職準備金20万円

同左 ２年間で総額96万円
（内訳）
月額３万円×24月
入学支援金24万円

返還免除要件 県内の保育施設等で３年間勤務 同左 県内の保育施設等で３年間
勤務

定員  定員 を 撤廃　 15人 25人

国の高等教育の
修学支援新制度
との併用

 可
ただし、 貸付額 は 減免額 を 除 いた 授業
 料等 の 自己負担額 の 範囲内に限る

不可 不可

5



6


